
現状と課題に関する基本認識
　公共施設等の今後40年間の更新費用は総額774.9億円（年平均19.4億円）と見込まれます。
　最近10年間の投資的経費の年平均額約８億円と比較すると、約2.4倍となります。
　今後の人口減少に伴い、市税収入の減少も見込まれるため、施設の老朽化や、利用状況を十分把握し、施設
総量の縮減を進め、財源確保を図っていく必要があります。
※「公共施設等更新費用試算ソフト」で試算。
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【 人口の推移 】
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総人口・年代別人口の見通し
　平成52（2040）年の人口は、平成27（2015）年と比較して29.2％減少すると推測しています。

公共施設等の現状と将来の見通し

公共施設等の総合的・計画的な管理に関する基本的方針
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大規模改修
建替え
既存更新分

用地取得分 新規整備分
築 31 年以上 50 年未満の公共施設の大規模改修
築 61 年以上の公共施設の建替え

億

基本方針

【 将来の更新費用の推計 】

公共建築物の整備状況
　平成27年度末の延床面積18.54万㎡、人口35,562人対して、市民一人あたり5.21㎡です。

【 区分別施設数 】
公園 0.7% その他 3.4%

行政施設 4.1%

学校教育施設 39.4%

公営住宅 17.0%

スポーツ・
レクリエーション施設 15.0%

産業施設 0.4%

市民文化施設 6.3%

子育て支援施設 5.5%

保健・福祉施設 4.2%
社会教育施設 2.9%
供給処理施設 1.1%

建て替え

428.4 億円
大規模改修

346.5 億円
合計

774.9 億円
年平均

19.4 億円
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国勢調査 推計人口

方針
１

＋ ＝

方針
２ 保有資産の長寿命化・機能維持

　現在保有している公共施設とインフラを長期間利用するとともに、安全かつ快適に利用でき
る機能の確保と維持を目指します。

保有資産の縮減・規模の適正化
　現在の利用状況、将来の人口規模に応じた需要予測を踏まえて、公共施設の総量の縮減、規
模の適正化を目指します。
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